
弊社の取組みおよび環境価値の市況感のご紹介
第4回 カーボン・クレジット取引に関する⾦融インフラのあり⽅等に係る検討会
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enechain at glance

1) Including reserves; 2) As of September 1, 2024 and including employees from overseas offices, interns, and contracted employees.

エネルギーヘッジや環境価値の取引を⾏う⽇本最⼤のエネルギーマーケットを運営している

HQ: Tokyo
Other Office: Singapore, London

所在地

主要投資家

サービス エネルギーのマーケットプレイス
上記に関連するSaaSサービス展開

30 July 2019設⽴
6,520mil JPY 資本⾦
1812)従業員数
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Mission
Why we are? 

enechainは、国内最⼤のエネルギーのマーケットプレイスを運営
するスタートアップです。電⼒から燃料、環境価値まで──私たち
の⽬標は、誰もに開かれた、あらゆるエネルギーの価値を交換で
きるフェアなマーケットを通じて「Social Good」を実現することです。

世界のエネルギー情勢が不確実性を増すなか、資源を持たない
⽇本はその影響を直接受け、例えば経済活動の根幹を⽀える
電⼒の価格は乱⾼下しています。enechainのエネルギー
マーケットは、事業者がこの不確実性をコントロールできるよう
にし、ひいては⽇本経済全体を安定化させ、⽇本企業を明るく、
元気にしていきます。

また、迫りくる気候変動のリスクを軽減するためには、国際社会全
体でのカーボンニュートラルへのコミットメントが不可⽋です。
enechainの環境マーケットは、環境価値の取引を通じてサプ
ライチェーン全体の脱炭素活動を促し、カーボンニュートラルを
早期に実現することで、次世代の明るい笑顔と豊かな暮らしを
創造していきます。

マーケットの⼒で、⽇本の経済を豊かに。社会をサステイナブルに。
enechainは、エネルギーマーケットという⽇々の当たり前を⽀える
基盤を通じて、社会全体に彩りを与えていきます。

Building Energy Markets,
c oloring Our Society
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約2兆円の実績を持つデファクト市場: eSquare Live
創業から5年で累積約2兆円の新市場を創出。⼤⼿電⼒が規制対応にも活⽤している

約定

売り注⽂ 買い注⽂

約定

⼩売事業者

事業者約300社が参加する、⽇本最⼤のエネルギー取引の場を提供
• 常に100を超えるLiveな売り/買いの注⽂が提⽰されている
• WEB版だけでなく、モバイル (iOS, Android) にもネイティブ対応している
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MUBKとのJVにて⼿掛けるエネルギー決済事業
MUFGの参画を経て、新eClearでは電⼒先物へのマーケットアクセスも提供している

※eClearの出資⽐率は、enechainが51%、三菱UFJ銀⾏が49%
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enechainならではの強み
「流動性」、「技術⼒」、 「業界へのコミットメント」、を満たす唯⼀のマーケットプレイスを運営している

最先端の
技術⼒ 規制対応⼒

顧客基盤・
流動性

⽇本最⼤のマーケット兼エネルギーベンチャー
顧客基盤と流動性の提供

• 合計250社の強い顧客基盤を保有
• eSquare上ではJERA、北電らの
内外無差別な卸売を実施

• 累計1.160億kWhの取引を実施

制度設計の⽀援
• 審議会に登壇し、第三者視点で
フェアな制度設計をサポート

• 取引ログの提出などを通じて、内外
無差別な卸売の実現にも協⼒

• 内製エンジニア (80名) が、モダンな
技術で、UI/UXの⾼い製品を開発

• 最⾼⽔準のセキュリティとデータ
堅牢性1)も維持

先端技術の活⽤

1) ISMS認証取得済(2022年10⽉15⽇「ISO/IEC 27001:2013 / JIS Q 27001:2014」)

2

1

3
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規制⽤途でのプラットフォームの活⽤実績
マーケット⽅式に加えて、⼊札⽅式にも対応して規制対応の活⽤実績を増やしている

ザラバのオンライン市場で匿名で売買の注⽂・取引を実施

マーケット⽅式
第三者運営によって、開催主と応札者からの応札情報の
情報遮断を⾏い公平な落札プロセスを実現

⼊札⽅式

(出典: JERA様ホームページ)

(期中)
(出典: 経産省第2回制度設計・監視専⾨会合資料5)

(出典: 九電みらい様ホームページ)

(出典:北電様ホームページ)

顧客基盤・
流動性

1
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enechainのテックチーム
完全内製化で80⼈体制まで拡⼤。安全な市場運営に努めている

世界的テックカンパニーやベンチャーの出⾝者から成る、完全内製80名のテックチームを擁しています。
今後、盤⽯な取引所運営に向けて、100名超の体制へ拡⼤していきます

エネルギー取引所ならではの⾼い要件 のテックチームの拡⼤の軌跡

内製エンジニア数 (⼈) の推移

エネルギー・環境規制に要対応

セキュリティ要件が⾼い

⾼速トレードに要対応 (外部API)

決済に要対応 (お⾦をやり取りする)

⾼い堅牢制が必要 (⽌めてはいけない)

・・・

技術⼒2

24
31

41 44 43 45
51

57 59
65

75

22 2Q 22 3Q 22 4Q 23 1Q 23 2Q22 1Q 23 4Q 24 1Q 24 2Q 24 3Q23 3Q
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エネルギー政策における位置づけ
国内最⼤のフォワード市場の運営者として、METIの制度設計をサポートしている

1) 正式名称: あるべき卸電⼒市場、需給調整市場及び需給運⽤の実現に向けた実務検討作業部会

制度設計への関与
第32回電ガ基本政策⼩委

21年冬季に向けた⼩売向け勉強会

第1回節電・DR促進研究会

第60回電ガ基本政策⼩委

同時市場の在り⽅等に関する検討会

あるべき卸電⼒~実務検討部会1)

2021年3⽉26⽇

2021年11⽉9⽇

2022年6⽉24⽇

2022年7⽉~23年4⽉

2023年3⽉29⽇

2023年8⽉~現在

電⼒先物の活性化に向けた検討会2023年11⽉~24年4⽉

第75回電ガ基本政策⼩委2024年6⽉3⽇

単発参加
委員・オブザーバーで参加

規制対応⼒3
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GX関連のサービスの位置づけ
2050年CNの実現に向けて、全プロセスで脱炭素事業に⻑期コミットしている

誰でもわかりやすく学習できる
GX特化の学習コンテンツ
• 講座ラインナップは順次追加予定

⾃社サービスとしては提供せず。
多くのCO2排出量可視化・
算定サービスとの連携を強化

国内外の環境価値を取引を通じて、
企業の脱炭素化をサポート
• J-クレジット,⾮化⽯証書 etc..
⽶Xpansivと連携して海外VCも取扱い

GXについて知る
(教育・啓蒙)

CO2排出量の
可視化・計画策定 CO2排出量の削減

・・・

2023/04より開始2024/07より新たに開始

本⽇は、環境価値を取り扱う「JCEX」 に絞って、サービス概要をご紹介

他企業との連携を推進
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JCEX (⽇本気候取引所) 概要
エネルギーで培った実績と流動性を強みに、国内外のあらゆる環境価値を売買できる取引所

国内 : J-クレジット , ⾮FIT⾮化⽯証書 , グリーン電⼒証書
海外 : ボランタリークレジット , I-REC

取扱商品

J-クレジット ［再エネ(電⼒)/再エネ (熱)/省エネ/森林/その他)］
⾮FIT化⽯証書 ［再エネ指定有 / 再エネ指定無］
海外ボランタリークレジット ［VCS/Gold Standard/ACR/CAR］

売買区分 1)

カーボンクレジット : 1 t-CO2

証書 : 1 kWh
売買単位

100万t-CO2 弱 (※⾮化⽯証書など全てを含む数字)取引⾼ 2)

弊社独⾃のKYCを通過した法⼈・⾃治体または任意団体参加資格

1) ⼀部抜粋であり今後拡充予定 ; 2) 2025年1⽉時点
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中央集権的なマーケットを活⽤する意義は何か
取引所が流動性と品質・価格信頼性を担保するため、楽に、安⼼して取引できる

取引所がない世界 (相対取引のみ) 取引所がある世界
取引コストが⾼く、品質や価格に不安がある
• ⾃⼒で取引先を探し条件を交渉する必要がある
• 品質が担保されておらず妥当な価格もわからない

条件に合った商品を、簡単・安⼼に売買できる
• ワンクリックで売買可能。取引に係る⼿間を削減できる
• 品質と価格透明性が担保されている

サプライヤー 需要家

・・・

・・・

サプライヤー 需要家

・・・

・・・品質や価格が
不透明

ワンクリックで、品質と
価格が担保された
取引を執⾏できる

探索・交渉の
コストが⾼い
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JCEXの強み
環境価値の売買に要する⼿間を削減し、情報の⾮対称性なく簡単・安⼼に取引ができる

⾼い
流動性

累計100万t弱の取引実績
• 2023年4⽉に取引を開始
• 常にLiveな売り/買いの注⽂を提⽰

認証情報と連携し品質を担保
• 加えて、創出地域や由来となる電源
種等まで把握した上で取引ができる

あらゆる環境価値を取引できる
• Jクレ、⾮化⽯証書に加えてXpansiv
との連携で海外VCまで取引可能

市況・審議会情報を把握できる
• 価格動向は電気新聞にも掲載中
• 主要審議会の議論内容まで網羅

豊富な
品揃え

データ
サービス

品質の
担保

ボランタリークレジット⾮化⽯証書

創出地域 ⽅法論 創出年
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⽶Xpansiv社との業務提携
世界最⼤の環境価値プラットフォーマー 1)との提携により、国内企業が世界中のボラクレを売買できる

業務提携による⽇本企業のメリット業務提携の中⾝

enechain
API

Xpansiv
connect

約定後即座にお⾦の
やり取りとクレジット移転が

実⾏される

JCEX上で世界中のVCを
「リアルタイム」に売買可能

API経由で常時連携
世界基準の⾼品質なボラクレを、安く、⼤量に導⼊する
ことでカーボンニュートラルを実現できる

⾼品質なCCP適格のボラクレを取引できる
• CCPは品質基準を厳格化した国際規格

国内クレジットの3~5%程度の価格で取引で
きる

国内クレジットだけではまかなえない需要を
補⾜できる

提供商品
• 国内: Jクレジット、⾮FIT⾮化⽯証書、グリーン電⼒証書
• 海外:ボランタリークレジット、I-REC

1) ⽶Xpansivのボラクレの累積出来⾼は2億tを超える。これに対して⽇本のボラクレであるJクレジットの年間創出量は100万tに留まる
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各商品の需給環境 (⾜元と将来⾒通し)

Jクレジット

⾮FIT
⾮化⽯
証書

海外
ボラクレ

(VC)

A

B

C

⾜元 将来⾒通し
需要 ＞ 供給
• 昨年までと異なり、需要増により需給がタイト化

− GX-ETS Ph.2 への対策による需要が増加
• 森林系、農業系の需要はそれほど伸びていない

需要 ＜ 供給
• ⾼度化法の対象事業者が限られることに加えて、
活⽤期間に定めがあることもあり需要が限られる
− Jクレと異なり将来の備えでの買い置きができない
− JEPX最低価格 (0.6円) 以下での約定が常態化

需要 ＜ 供給
• ⽇本では⽤途が限定されており、需要も限られる

−今後、制度変更があれば需要増の可能性あり
• 品質⾯では依然課題は残る

今後、供給不⾜に陥る可能性あり
• GX-ETS Ph.2では、最⼤で年間約3,000万t-CO2の
需要創出が期待される
−⾜元供給量では供給不⾜に陥る可能性が⾼い

(今後、供給量を増やすための施策も要検討)

Jクレ供給不⾜の代案として需要増の可能性あり
• 国内の環境価値だけでは需要増を賄いきれない
• GX-ETSへの適⽤要件次第では、⼗分な供給量が
ある海外VCの需要が爆発的に伸びる可能性あり

今後、需給のタイト化が⾒込まれる
• 2025年度は更に⽬標⽔準を⾼めていく⽅針が
打ち出されており、需要が増える可能性が⾼い

• 今後も段階的に⽬標⽔準を⾼めていくことが想定
され、需給は徐々にタイトになる可能性あり
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各商品の流通環境 (⾜元と将来⾒通し)

Jクレジット

⾮化⽯
証書

海外
ボラクレ

A

B

C

⾜元 将来⾒通し

取引・認証・決済のプロセスが完全⾃動化されている
• 海外取引所では、各レジストリや⾦融機関とのAPI
連携により取引が完全⾃動化されている

引き続き、品質規格の改善には課題はある
また、現物だけでなく、先物取引も活性化している

品質規格の改善が進む可能性あり
• ⾜元で検討が進んでいる、購⼊時に品質を判断で
きるスコアリング等の仕組みの精緻化・規格化が
進んでいく⽅向か

海外と異なり、取引Opsの⾃動化が進んでいない
(認証周りのシステム制約により⾃動化できない)
• クレジット移転⼿続きや決済が⼿動であり、取引に
⼿間が掛かる (海外の認証機関等はAPIを公開)

故に、取引⾃体の⾃動化も進んでいない

制度設計の動向次第では、海外同様、取引が常時
可能な⾃由市場が創出される可能性あり
• ⼀般論としては、転売制約等がなく、常に取引でき
るザラバでの市場運営が⼀般的か

販売が四半期に⼀度に限られることと、
転売制約により流動性が限られる
• JEPXのオークションは四半期に⼀度の開催
• 加えて、制度上の転売制約により、⼆次流通市場
が存在しないため細かい数量調整がし⾟い

APIの公開やシステム連携が進めば、取引⾃動化が
進んでいく可能性がある
• レジストリによるAPI公開が進めば、取引⾃動化や、
取引後の移転・決済プロセスの効率化が進展する
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海外において⼀般的な取引プロセス
取引所が認証機関や⾦融機関とAPI連携しており、取引が完全に⾃動化されている

注⽂ 移転・決済約定1 2 3

売り⼿・買い⼿それぞれが
取引所に注⽂する

価格が折り合い、取引
所にて注⽂が約定する

取引所の指⽰で品代⽀払いと証書移転を実施
• 買い⼿⼝座から品代を振替え、売り⼿に⽀払い
• 認証機関と連携し、証書を売主から買主へ移転

概要

取引所

認証
機関

⾦融
機関

売り⼿

買い⼿事
業
者

シ
ス
テ
ム

売り注⽂を
実施

買い注⽂を
実施

品代の振替

: 商流
: ⾦流
: API連携

品代振替・
振込指⽰

移転指⽰

クレジットの
移転

クレジットの
受け取り

約定

振替完了確認

品代の
受け取り

⽇本ではA P Iが公開
されていないため、証書
移転を⾃動化できない
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事業者保護に関する取り組みのご紹介
本審議会の趣旨の⼀つとして、カーボンクレジット取引に関する事業者保護の視点がある

弊社の、電⼒取引市場の運営経験を踏まえ、
本検討会の趣旨の⼀つである「事業者保護」に
関する取り組みをご紹介させて頂く

本⽇の議論内容本検討会の趣旨

現物取引に関する事業者保護の視点
• ⾦流・商流の2つの観点から、事業者が負うリスクを
排除し、安⼼して取引できる仕組みを構築

1

⾜
元

先物取引を含めた市場監視の視点
• 市場濫⽤に対して、予防と事後検証の2点において、
いずれもテクノロジーを駆使した取り組みを実施

2

将
来
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現物取引に関する事業者保護
取引所取引においては、相対取引時に事業者が負っているリスクを排除する必要がある

JCEXの取組み (検討中のスキーム案)

テクノロジーと信託スキームを⽤いて、売り⼿、買い⼿を保護
する (以下、スキーム図)
• 品代を前払いとすることで、売り⼿を保護
• 売り⼿からの移転を確認し、 買い⼿にクレジットを移転

−移転されない場合は返⾦
• 信託スキームの導⼊により、取引所の倒産隔離を実現

−実際のお⾦のやり取りは信託銀⾏経由で実施

事業者が負っているリスク (相対取引)

売り⼿: お⾦が⽀払われない
• 約定したにもかかわらず、買い⼿から⽀払いがなされない

買い⼿: ものが届かない
• 品代を⽀払ったにもかわわらす、クレジットが移転されない

双⽅: 取引所の破綻
• 取引所が破綻した際に資⾦回収が出来なくなるリスク

信託銀⾏

売り注⽂ 買い注⽂

移転 移転

送⾦ ⼊⾦

送⾦指⽰
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売り⼿ 買い⼿

: 商流
: ⾦流

1
3 3’

1 ⾜元 : 現物取引に関する事業者保護の視点
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将来的に先物が活性化して以降必要になるであろう市場監視
電⼒先物取引の経験を踏まえると、まずは、取引規模の⼤きい市場を監視することが重要か

市場運営者としての弊社の取り組み
テクノロジーを駆使し、予防・事後検証両⽅の観点から市場
濫⽤を防ぐ取り組みを実施 (>次⾴にて詳細を説明)
• 予防策

− テクノロジーを活⽤し、マーケット参加者による市場
濫⽤に疑いのある⾏為を検知し、予防する体制を構築

• 事後検証策
−現物の内外無差別な取引については、⾃主的に、
監視等委員会に「ミリ秒単位の全ログ」を提出

電⼒先物取引からの学び
市場規模が⼩さい段階から、事業者へ負荷の⾼い監視を
⾏うと、流動性拡⼤へのブレーキとなる
• Dodd-Frank法の施⾏後、USの投資銀⾏はレポーティング
の⼿間を理由にトレードから撤退

• 監視を強め過ぎた結果、既参⼊者がデリバ取引から撤退
することもあり得るので要留意

流動性の拡⼤フェーズでは、取引規模が⼤きい「市場」への
監視に注⼒することが望ましい

2 将来 :先物取引を含めた市場監視の視点
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弊社の電⼒市場監視における取組み
祖業の卸電⼒マーケットでは、市場監視の取組みを進めている

A社

A社
A社
A社

B社
B社

B社
B社

B社
B社
B社

X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社
X社

eSquareのアクセスログや取引ログはミリセカンド単位で管理し、
全て規制機関に提出している
• 事後検証に耐え得るデータとして、アクセスログはミリセカンド
単位で管理

• ログについては、第三者のenechainが責任を持って、規制機
関である電⼒・ガス取引監視等委員会に提出

事後検証策: ミリセカンド単位のログの管理
テクノロジーを活⽤し、マーケット参加者による、市場濫⽤の
疑いがある⾏動を検知・抑⽌する体制を構築している
• 例えばウォッシュトレード、⾒せ⽟、馴合取引といった、
市場の健全性を損なう取引を⾃動検知する仕組みを構築

• 加えて、AIで、検知の精度を継続的に最適化

予防策: 市場濫⽤への対応

2 将来 :先物取引を含めた市場監視の視点



当資料に記載している情報の正確性について万全を期しておりますが、その内容を保証するものではなく、本資料内の情報は
⼀般的なガイダンスに限定されています。

また、弊社は、この資料においては法務、会計、税務あるいはその他の専⾨的なアドバイスおよびサービスを提供しているものではない
という認識で、当資料の情報を提供しています。このため、当資料の情報に基づき具体的な決定や⾏為を起こす前に、法務、会計、
税務あるいはその他の専⾨家に相談頂きますよう、よろしくお願い致します。

また、貴社が当資料に掲載されている情報によって決定を下す、あるいは⾏為を起こしたことにより結果的に損害を蒙ったとしても、
弊社ならびに弊社従業員はいかなる場合にも⼀切の責任を負いません。

This material is not a guarantee and the information in this material is limited to a general guidance.

We also provide information on this material with the understanding that this material does not provide legal, accounting, tax or other 
professional advice or services. For this reason, we ask that you consult with a legal, accounting, tax or other professional before 
making any specific decision or action based on the information in this material.

Neither we nor our employees are liable in any case for any consequences you may have caused by making decisions or taking 
actions based on the information contained in this material.

免責事項 / Disclaimer
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